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１．はじめに 

 

平成２６年７月９日、法制審議会「新時代の刑事司法制度特別部会」（以下「特別

部会」という。）は、時代に即した新たな刑事司法制度を構築するための法整備の在

り方について調査審議してきた結果をとりまとめ、今後法整備を行うべき制度の「要

綱（骨子）」（以下「要綱」という。）を公表した。 

 

この要綱は、近年散見される捜査機関における不祥事等を踏まえ、取調べへの過度

の依存を改め、適正な手続の下で供述証拠及び客観的証拠をより広範囲に収集するこ

とができるようにするため、証拠収集手段を適正化・多様化することなどを念頭に、

約３年間にわたる調査審議を踏まえて策定されたものである。 

 

要綱に盛り込まれた制度は、取調べの録音・録画制度をはじめ多岐にわたるが、本

稿においては、企業犯罪・経済犯罪の解明を目的として導入が予定されている「捜査・

公判協力型協議・合意制度」（以下「協議・合意制度」という。）、いわゆる日本版司

法取引について、その概要を紹介するとともに、近い将来における制度導入に向けて、

企業法務関係者が留意しておくべき点について若干の解説を加えることとする。 

 

但し、公表された要綱は、制度案の骨子であって、成案ではない。今後、来年の通

常国会への法案提出に向けた立法作業や国会における法案審議を通じて、様々な要

素・条件が付加され、内容が修正される可能性が多分に存する。 

したがって、これから論じる内容は、あくまでも要綱を前提としたものであり、ま

た、意見や感想にわたる部分は私見であることをあらかじめお断りしておく。 
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２．協議・合意制度の概要 

 

要綱によれば、今後法整備が予定されている協議・合意制度の概要は以下のとおり

である。 

 

（ア）対象犯罪（一部抜粋） 

・刑法に規定されている罪（強制執行妨害罪、談合罪、文書偽造罪、有価証券偽造罪、

贈収賄罪、詐欺罪、背任罪、業務上横領罪等）。 

・租税に関する法律、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律、金融商品取

引法に規定する罪、その他財政経済関係犯罪として政令で定めるもの。 

・覚せい剤取締法、麻薬及び向精神薬取締法、銃砲刀剣類所持等取締法等に規定する 

罪。 

 

（イ）被疑者又は被告人がなし得る行為（協力の内容） 

・刑事訴訟法第１９８条第１項（被疑者の取調べ）又は第２２３条第１項（参考人の

取調べ）の規定による検察官、検察事務官又は司法警察職員の取調べに際して、他

人の犯罪事実（対象犯罪に係るものに限る。）を明らかにするため、真実の供述を

すること。 

・当該他人の刑事事件の証人として尋問を受ける場合において、真実の供述をするこ

と。 

・当該他人の犯罪事実を明らかにするため、検察官、検察事務官又は司法警察職員に

対して、証拠物を提出すること。 

 

（ウ）検察官がなし得る行為（被疑者らが享受し得る利益） 

・公訴を提起しないこと。 

・特定の訴因及び罰条により公訴を提起し又はこれを維持すること。 

・公訴を取り消すこと。 

・特定の訴因若しくは罰条の追加若しくは撤回又は特定の訴因若しくは罰条への変

更を請求すること。 

・即決裁判手続の申立てをすること。 
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・略式命令の請求をすること。 

・刑事訴訟法第２９３条第１項（論告求刑）の規定による意見の陳述において、被告

人に特定の刑を科すべき旨の意見を陳述すること。 

 

（エ）合意及び協議の手続 

・検察官は、対象犯罪に係る事件の被疑者又は被告人が、他人の犯罪事実（対象犯罪

に係るものに限る。）についての知識を有すると認められる場合において、当該他

人の犯罪事実を明らかにするために被疑者又は被告人が行うことができる行為の

内容、被疑者又は被告人による犯罪及び当該他人による犯罪の軽重及び情状その他

の事情を考慮して、必要と認めるときは、被疑者又は被告人との間で、被疑者又は

被告人が上記（イ）に掲げる行為の全部又は一部を行う旨及び当該行為が行われる

場合には検察官が被疑事件又は被告事件について上記（ウ）に掲げる行為の全部又

は一部を行う旨の合意をすることができる。 

・合意をするには、弁護人の同意がなければならない。 

・合意には、被疑者若しくは被告人又は検察官において上記（イ）若しくは（ウ）に

掲げる行為に付随し、又はその目的を達するため必要な行為を行う旨を含めること

ができる。 

・合意は、検察官、被疑者又は被告人及び弁護人が連署した書面により、その内容を

明らかにして行う。 

・合意をするため必要な協議は、検察官と被疑者又は被告人及び弁護人との間で行う。

但し、被疑者又は被告人及び弁護人に異議がないときは、協議の一部を被疑者若し

くは被告人又は弁護人のいずれか一方のみとの間で行うことができる。 

・上記協議において、検察官は、被疑者又は被告人に対し、他人の犯罪事実を明らか

にするための供述を求めることができるものとする。この場合においては、刑事訴

訟法第１９８条第２項（黙秘権告知）の規定を準用する。 

 

このほか、要綱においては、第一次捜査機関である警察の捜査を阻害することがな

いよう、検察官はあらかじめ司法警察員と協議しなければならないものとし、司法警

察員においても一定の行為をなし得ることとしている。 

そして、合意がなされた場合の公判手続や当事者が合意に違反した場合の取扱い、

合意した被疑者・被告人による虚偽供述を処罰することなどが盛り込まれている。 
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３．企業法務関係者が留意すべき事項 

 

（１）協議・合意制度の導入に関して、まずもって留意すべきは、金融商品取引法違反

をはじめとする様々な企業犯罪・経済犯罪が対象とされ、かつ、背任罪・贈収賄等

企業の役職員が主体となりうる犯罪が対象とされていることである。これは、既述

したとおり、協議・合意制度が、企業犯罪・経済犯罪の全容解明を目指すための制

度として位置づけられていることによる。 

実際、特別部会の審議においても、この点に期待を寄せる意見が複数出されてお

り、長年企業法務に携わってきた委員（現一部上場会社取締役）からも、以下のよ

うな意見が示されている。 

 

例えば、企業が、そのコンプライアンス体制に基づいて、その企業としてきち

んと企業内の犯罪を解明し、内部処分もした上で、それに基づいて法人に対す

るものを含む処分の内容について検察官と協議するような形は、その企業で再

度犯罪が起きることを防ぐ上でもあってよいのではないかと考えるし、こうし

た仕組みは、企業の組織や意思決定プロセスともなじむものと思われる。 

 

なお、対象犯罪については、要綱において「その他財政経済関係犯罪として政令

で定めるもの」が掲げられていることから、最終的には、過去に立件されたことの

ある銀行法違反や不正競争防止法違反等、様々な財政経済犯罪が対象になるものと

思われる。 

 

（２）次に留意すべきは、当事者間において具体的にいかなる協議・合意をすることが

予定されているのか、そして、実際に合意した場合にいかなる利益を享受すること

ができるのかという点であり、被疑者・被告人といった当事者はもちろんのこと、

企業法務関係者においても、この点を的確に把握しておく必要がある。 

これらが把握できていなければ、役職員が被疑者又は被告人となった企業の法務

関係者において、（弁護士の意見を聞くにせよ）果たして協議・合意するメリット

があるのか、それが事件全体あるいは企業（法人）の刑事責任にどのような影響を

及ぼすのか等について予測することができず、適切な対処・決断をなし得ないから
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である。 

 

これに関して、要綱では、上記２のとおり、当事者がなし得る一定の行為は示さ

れている。しかし、例えば、当該行為に「付随して」なし得る行為とは何なのか、

目的を達するために「必要な」行為とは何なのか等判然としない部分も多く、略式

命令の請求等最終的な判断が当事者以外（裁判所）に委ねられていることもある。

とりわけ、被疑者・被告人によるいかなる供述あるいは証拠の提出が、当該他人の

事件の捜査・公判に対する「協力」と評価されるのかという点について、何ら具体

的な基準・要素が示されていない。 

 

言わずもがな、捜査は流動的であり、日々状況（証拠関係）が変わるものである

し、関係者が多く事案が複雑であればあるほど、全容解明に対する寄与度も相対的

なものとならざるを得ないであろうから、一律に判断することは困難であると思わ

れる。しかし、動機づけという意味においても、ある程度被疑者・被告人あるいは

弁護人においても予測ないし判断ができるものであることが望ましく、そのために

は一定の基準・要素が示されることが重要である。 

したがって、こうした基準等が、今後の立法作業あるいは国会審議の中で明らか

となることを期待したい。 

 

（３）これらに加えて、企業法務関係者にとって高い関心があると思われるのは、企業

犯罪において、役職員等刑事責任を追及された個人が捜査・公判に協力することに

よって、企業（法人）としての刑事責任がどうなるのかという点であろう。 

 

この点、要綱では何ら触れられていないので推測するほかないが、我が国の刑事

法は企業を犯罪主体として捉えていないことや特別部会の審議内容等からすると、

今回法整備を予定している制度は、基本的に個人の刑事責任を念頭に置いているも

のと思われる。 

したがって、今後の立法過程において、例えば、合意が成立した際に検察官がな

し得る行為の一つとして、両罰規定の不適用等、法人の不処罰（免責）あるいは刑

の軽減を目的とした行為が規定される可能性は低い。 
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しかしながら、企業犯罪に関わった役職員がいずれも捜査・公判に協力したこと

によって事案の全容が解明され、個人の刑事責任が減免されたことのいわば反射的

効果として、当該企業の刑事責任が減免されることはあるものと思われる。 

他人の犯罪事実に関するものであっても、役職員の捜査・公判への協力は、当該

企業における社内処分や再発防止策の構築等と合わせて、自浄作用の表れでもあり、

当局としても、刑事処分を決するにあたって考慮する事情の一つである。若干場面

は異なるが、上場企業が被告となった金融商品取引法違反事件の判決において、不

祥事発覚後の当該企業の対応が評価され、量刑上それが考慮されたという例もある

（東京地判平成２５年７月３日ＬＬＩ／ＤＢ判例秘書登載）。 

 

他方、当局において、こうした考慮の下、柔軟な運用がなされることによって、

一層、企業における自浄作用が増進し、コンプライアンス体制の充実が図られるこ

とが期待されるところである。 

 

４．想定される事態についての一考察 

 

それでは、協議・合意制度は、具体的にどのような場面で利用されることになるの

であろうか。換言すれば、企業法務関係者は、どのような事態に直面することになる

かということである。 

 

（１）一つは、一企業において、複数の役職員が関与して犯罪が行われた場合である。

談合、贈収賄、脱税、有価証券報告書の虚偽記載等、様々な事案が考えられる。 

かかる事案において、（とりわけ当局の主導により）協議・合意制度が利用され

るとすれば、それは、企業のトップあるいは取締役等幹部の関与を明らかにするた

めである。 

したがって、多くの場合は、直接的に犯罪行為に及んだ職員・従業員が上司ある

いは幹部の関与について供述することと引き換えに、自己の刑事責任の軽減を図る

という形で協議・合意制度が使われることになろう。 

 

無論、これまでも様々な動機から、職員・従業員が上司等の関与を供述すること

は見られたわけであるが、確実に自己の刑事責任が軽減されるという利益は、上司
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等の関与を供述する大きな動機づけとなるのであって、これまで以上に、企業内部

での上下関係あるいは役職員同士での利害対立が生じる可能性がある。 

 

この場合、当該企業の法務関係者は、いかに対処すべきか。 

もちろん、弁護士とともに、当該職員等の供述の信用性を吟味する必要はあるが、

一方で、職員・従業員の協力（供述）によって初めて幹部等の関与が明らかになる

とすれば、それはすなわち、当該企業におけるコンプライアンスが確立されていな

いことの証であり、自浄作用が期待できないということである。そのような評価は、

信用を旨とする企業にとっては大きな痛手となる。 

 

確かに、役員等幹部が犯罪に関与したとなれば、企業としても当該幹部個人とし

ても、後々、一定の不利益を被ることになろう。しかし、やはり自発的に罪を認め

ることと内部告発のような形で罪が認められることとは、企業としての信用に及ぼ

す影響が大きく異なり、また、企業に対する刑事責任の重さにも違いが生じるもの

と思われる。 

企業法務関係者としては、こうした点に留意しながら、迅速かつ適切に対処する

必要がある。 

 

（２）もう一つは、複数の企業が関与して犯罪が行われた場合である。 

これは、いわゆるリーニエンシー制度が適用される状況と類似している。ただ、

リーニエンシーは、あくまでも企業の自発的な違法行為の申告を促すものであるの

に対して（事実上それに伴い他社の関与についても申告することになるが）、協議・

合意制度は、直接的に個々人による他人の違法行為の申告を促す制度である。しか

も、リーニエンシーに比べ、対象犯罪が広範囲にわたっている。 

したがって、様々な事犯に関して、協議・合意制度により、自己が所属する企業

の役職員が、当該犯罪に関与している他の企業の役職員について供述する場合があ

る一方で、他の企業の役職員が、自己が所属する企業の役職員の関与について供述

する場合もある。 

 

特に企業法務関係者において注意しなければならないのは、後者である。同業他

社が検挙されたのを傍観していたら、突如、自己が所属する企業の役職員が逮捕さ
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れるということもあり得るのであって、関与している企業が多ければ多いほど、そ

のリスクは高まる。 

したがって、今後は、より一層、業界の動向やマスコミの報道ぶり、同業他社等

に対する捜査の進捗状況・拡大の可能性などについて注意を払う必要があろう。 

 

（３）以上の想定される事態について共通して言えるのは、企業法務関係者は、これま

で以上に、迅速かつ適切な内部調査を実施する、あるいは実施できるようにしてお

く必要があるということである。 

職員らの供述の信用性を吟味するにしても、他社から役職員の関与が指摘（供述）

される可能性を探るにしても、そして、役職員の関与が事実であるかどうか見極め、

（事案によっては他社の役職員に先駆けて）役職員らの刑事責任軽減のため協議・

合意制度を利用するにしても、どれだけ早く確実に事案の全容を把握し、関与した

役職員の範囲・関与の程度を確定できるかにかかっている。 

 

確かに、関係者の多くは、自己又は他人に不利益なことを言いたがらないであろ

うから、任意聴取しかなしえない内部調査による事案の解明には限界があろう。し

かし、そうした場面においてこそ、企業のコンプライアンスに対する姿勢が問われ

ているのである。何が企業にとってメリットとなるか、役職員個々にとって有利な

事情となるか、よくよく考えてみる必要がある。 

 

なお、これらの点について、前出の委員から、以下のような見解が示されている

ことも注目に値しよう。 

 

企業犯罪について考えてみると、利害関係を異にし得る複数の企業が関わった

犯罪について、その一部から捜査協力を得る場合には、各企業内部におけるコ

ンプライアンス体制をも踏まえ、その企業との間で司法取引を行うことによっ

て、恩典を明確にしつつ捜査協力を得られる場面も少なくないと思われる。他

方、ある企業によって犯罪が行われた場合であって、その内部における事情を

解明する必要があるときは、司法取引が機能する場面も多くあるであろうと考

えられる一方、上司や同僚をいわば裏切る形で捜査機関に協力することが心理

的に非常に難しいこともあり得るため、むしろ、裁判所の命令により証言を強
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制する方が有効なこともあると思われる。 

 

５．おわりに 

 

これまでに見たとおり、協議・合意制度は、捜査当局のみならず、企業側にとって

も有益な制度であると考えられている。同制度が導入されることによって、より一層

企業のコンプライアンス体制が整備され、内容の充実が図られることなどが期待され

ているのである（結果として事態の早期収束に繋がる場合もあろう）。 

 

このほか、要綱においては、裁判での証言に際して、刑事免責を認める代わりに証

言を拒絶することができない制度も盛り込まれているところ、企業犯罪の場合、上記

委員の意見にもあるとおり、役員等上位者の関与を立証するために同制度が利用され

ることとなろう。 

 

また、要綱には盛り込まれなかったが、特別部会で相当審議が行われた制度の一つ

として、犯罪事実の解明による刑事責任の減免制度が挙げられる。これは、いわゆる

自首の適用範囲を拡大するものであるが、これも企業犯罪をはじめ関係者の多い事案

の全容解明に役立つものと期待されており、制度導入に賛同する意見が多かったこと

から、そう遠くない時期に法整備に向けた動きがあるものと思われる。 

 

このように、今、刑事司法制度は変革の波に晒されており、新たな局面を迎えてい

る。 

企業にとっても役職員個人にとっても刑事責任の追及は、極めて厳しい現実を突き

つけられるものであり、その影響は民事責任よりも大である。 

したがって、企業法務に携わる関係者は、今後の刑事司法制度改革の動向について

注視し、企業あるいは役職員が直面する事態を想定して、これに備えておく必要があ

ろう。 

 

以 上 
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